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 ６月議会は７月１日閉会した。国会審議
中の安全保障関連法案に関する意見書（慎
重審議を求める意見書と撤回・廃案を求め
る意見書）は否決された。残念ながら議会
の総意として県民の声を国政に届けること
はできなかった。
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安全保障関連２法案の撤回・廃案を求める意見書

自
民

民
県

安全保障関連法案の慎重審議を求める意見書
安全保障関連２法案について徹底審議し強行採決しないことを求める意見書
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環太平洋戦略的経済連携協定の交渉状況に関する情報開示を求める意見書

意　　　見　　　　書

県議会各党採決態度

安全保障関連法案が憲法に照らして「違反している」との回答は５４３％
と半数を超え、「違反していない」は１５３％だった。集団的自衛権の行使
容認に「反対」は５１７％で、「賛成」の１４５％を大きく上回り、県民の法案
への疑問や懸念が浮き彫りになった。安倍内閣を「支持する」は２８４％で
、今年３月の前回調査の３９１％から１０７ポイント急落した。（６月２９日福
島民報）

 県民の多くは「戦争
法案」への疑問を示し
ている。

 県議会は戦争法案
「反対」の意見書を否
決した。結果として県
議会は県民の声を無視
したことになる。

 世界は各国の利害が激しく
衝突している。昨今アメリカ
の凋落が著しい。だから日本
に軍事力の動員を迫っている。
身代わりになって海外に攻め
ていくことを強いられる。

 米国の戦争に加担すること
が「我が国の存立事態」を脅
かす最大の脅威である。

 政府は、戦争法案を「平和
安全法制」と名付け、武力参
戦を「積極的平和主義」とす
りかえて、国民を欺いている。 
 平和安全法制とは名ばかり
で「日本人を守る」よりも、
米軍の下請けとして世界各地
の紛争に加担することに他な
らない。 
 その結果、米国と同様に｢日
本」がテロの標的になる危険
性を高めることにつながる。 

憲法かえるのやだネット長野

 借金を返せなくなった貧しい
人を軍隊に送り込むことを「経
済的徴兵制」といっている。 
 米国の兵力調達の２割は若
者の貧困と大きな関係がある
といわれている。 
 重い奨学金、一生派遣から
抜け出せない若年労働者。  
 安倍政権がやっている事は、
若者を戦争に駆り出すための
国づくりである。 

戦争法案 「反対」 の意見書否決される

戦争法案は米国の下請けで戦争に加担すること

この法案が成立すると
「日本」 はテロの標的になる

戦争法案 「違憲」 ５４．３％　県民世論調査

民意を無視する県議会

若者に迫る
「経済的徴兵制」 の影

違反していない
15.3％

わからない
9.8％

違反している
54.3％

どちらともいえない
20.6％

【安保関連法案は違憲か】



先進 カ国中、日本だけ給与水準があまりに低過ぎる。『各国、雇用者報酬
の推移』（ＯＥＣＤデータベース）労働者と企業間の中間搾取ダントツ世界一は日本。

『派遣会社数・世界比較』

 「戦争法案」を廃案に追
い込むには、安倍内閣の支
持率を下げることが一番。
最後は選挙によって民意を
示すことが大切です。

 民意を否定する政権は民
意によって否定しなければ
ならないのです。

 環太平洋戦略的経済
連携協定の交渉状況に
関する情報開示を求め
る意見書（ＴＰＰ）も
否決された。

 ＴＰＰは様々な違憲、
違法な内容を含んでい
る。交渉参加国は「秘
密保持契約」に署名し
ているため、交渉内容
や過程の情報は公開さ
れない。批准後も４年
間は秘匿される。

 「投資家対国家紛争
解決制度（ＩＳＤ）条
項」は、多国籍企業の
利益を国内の規制より
優先させるというもの
である。

国の主権を侵害する
ＩＳＤ条項
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 戦争法案に対する懸念は地方
議会にも広がっている。

 全国的に市民の反対が拡大し
ていることの表れである。地方
議会の声は国民の声である。

 安倍総理は、国民の声にきち
んと向き合うべきである。

地方議会が提出した意見書

安全保障関連の意見書（469 件）

反対 296 件

慎重 167 件

賛成 6 件

2014 年 7 月より

7月 12 日  福島民報

「戦争法案」 を廃案に

支持 不支持 逆転 !!

県議会ＴＰＰ交渉状況の情報
開示を求める意見書も否決


